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中国における緑化政策
退耕還林・還草工程を中心に一一一
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2 )治水対策としての退団還湖・封山育林
3 )先行する「天保工程」
4 )主要河川の水土流出と防止の意義
2 退耕還林・草工程の発動に至る歴史的経過
1 )生態建設における緑化政策の必要性
2 )国土緑化と退耕還林・草の歴史的経過
¥3 )生態保護と建設とは
はじめに
今年 (2002年)8月，雲南省の長江水系に沿っ
て，当地の緑化事情を覗く機会に恵まれた。常
春の雲南とは言え， 8月の昼間は省北部でも汗
の出る暑さであった。長江第一湾に向かう沿路
は，緑に覆われるとともに，所々に「封山育林J
の石標が建ち並び、，若木が植林されていた。ま
た，方向を変えて，損地に向かう車からは，時
に家の壁に標語風に退耕還林と書かれ，また平
地の各所にも緑化を促進する標識が示されてい
たが，概してそこは畑地を変えて原野状のまま
となっている風景に出会った。
こうした南方的な豊かな緑地を見ると，心和
むものを覚えたのであるが，この旅行後に伝え
られた『人民日報j2002年8月26日には，雲南
省の 9県における第一次退耕還林還草モデル地
点での任務が完成したことが伝えられていた。
これによる投資総額は1.2億元，退耕還林還草
は20余万畝(1畝は6，667アール，以下単に畝
と略)，宜林(植林可能な荒れ地)荒山の造林
種草60余万畝であるという。そして 9月には，
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中国国務院実施六大林業重点工程
3 98年度以降退耕還林・草工程実施について
1 )中国生態建設の目標と具体化策について
2 )退耕還林・草工程の試行と実施結果
3 )伐木工変じて種植人となる
中央政府の評価と今後
まとめに代えて
注.付 退耕還林・還草工程出現図
雲南省の森林覆蓋率(被覆率のこと，以下同じ)
は1997年の33.64%から44.3%となり，林業用
地面積は2346万ヘクタールであり，全国の約10
%を占める (r人民日報j2002年 9月10日)と
伝えられた。
一方，昨年夏には，眠江を上源に遡ったが，
灰色の山肌に固まれた風景と，急流になだれ込
むように崩落した土砂のあとを見，或いはそれ
以前に，寧夏回族自治区を訪れた際，黄河流域
を少しはずれた途端に，赤茶けた砂漠地帯が無
限に広がる風景に遭遇したのである。
こうした荒漠化した土地の防止や修復につい
て，中国政府は，ここ数年来，国家的規模での
対策を講じているが，それでもなお環境の改善
には多くの困難が付きまとっているようである。
『人民日報j2002年1月31日には，国家林業
局 1月29日発表の監測結果として，中国は1999
年末， 267.4万平方キロ，国土の27.9%が荒漠
化しており，過去5年間に5.20万平方キロ，年
平均1.04万平方キロである。この 5年間に純増
の砂地は17180平方キロ，年平均3436平方キロ
であると伝えていた。
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その後， r人民日報j2002年6月18日に，中
国国家林業局局長周生賢氏発表による最新の統
計として，中国の砂漠化は174万平方キロ，国
土の18.2%に減少したが，毎年3436平方キロ
(日本の鳥取県面積に相当)の速度で拡張して
いると{云えていた。
また，同18日のインターネット版『新華網J
(以下『新華網」と省略)による同周生賢氏の
談話よれば，この結果は，新中国成立以来の
“防沙治沙工作"効果が顕著になったためであ
るとし，三北防護林工程(1)などの防風林工事
や退耕還林工程により2690万ヘクタール，砂漠
化修復(治理沙化)工事により土地1500余万ヘ
クタールを回復したという。しかし，長期にわ
たる開発過多・過牧，風災や皐害，など，歴史
的・自然的条件に加えて，最近の気候異変など
で，中国の砂漠化は未だ根本的に解決していな
いと警告している。
(ただし， r人民網』の伝える新華社2001年
9月20日配信では，同じ国家林業局長周生賢氏
が同日の一次工作会議の席上の談話として，
「我が国の砂漠化土地面積は168.9万平方キロ
に達し，国土総面積の17.6%を占め，千個の県・
旗に及んで、いる。その砂漠化面積は毎年2460平
方キロの速度で、広がっていて，一個の中等県の
面積に相当し， 1億人の人口の生存と発展に関
わっている」とし，日本の神奈川県に相当する
面積で拡大していると発表し，数ヶ月間の数字
にやや相異が見られる。)
有史以来，中国は，幾たびもこうした生態環
境(自然環境)破壊の厳しさに取り囲まれてき
た。押し寄せる困難にどのように対処するかは，
歴代為政者の様々に苦心してきた所であるが，
気象条件ばかりでなく，多くは人為的要因に基
づくものであったことも見逃せない。しかも，
1949年以来の新中国になっても，時に政策の誤
りや生産至上主義によって，生態環境はますま
す悪化し，年々起こる災害は，大規模な死傷者
や家屋の損失を引き起す事態も現出したのであ
る。
折しも世界的な規模で，温暖化に伴う環境破
壊が懸念されるなど，生態環境を良好に改善・
維持するためには，根元的な改草が必要となっ
てきていたのである。
中国は，目下， 2001年3月全国人民大会の席
上発表された第10期5カ年計爾(以下十五計画
という)に沿った西部大開発が進行中である。
巨大インフラ施設整備とともに破壊された生態
(自然)環境を取り戻し，いかに良好な生態環
境建設を推進するかは，この計画を支える主要
な柱そのものでもあり，その成功が大いに期待
されるのである。筆者は既にその西部大開発の
概要を発表したが(2)，本稿では，その内の生
態環境建設計画に限り，主要な柱の一つである
退耕還林・草政策に焦点を当て最近の経過と現
状を追及してみようとするものである。
なお，現状は動きつつある段階にあり，多く
の資料は主として中国の『人民日報]海外版や
日文版掲載記事，および『人民網』を通じて得
られたジャーナルなニュースを中心とせざるを
得ないことをお断りしておきたい。
1 退田還湖・封山育林工程の出現
1 )連続する早害・大洪水被害
2002年 1~2 月，華北は乾燥し，東北中国，
内モンゴルなどは百年に一度の早害に見舞われ
ている。寧夏回族自治区では，黄河の一部で断
流が起こる事態であったし， 3~4 月にかけ，
北京には連日黄砂が飛来し，空港の離着陸にも
支障を来すほどであった。さらに， 4月から 5
月にかけ，福建省や台湾が早害に見舞われたが，
5月半ばの雨でようやく一息っき，華北一体に
も恵みの雨をもたらした。しかし，なお華北・
華中の広範囲の地方が日照り気味であるといわ
れていた。
ところが，この恵みの雨が 5~6 月初旬，西
部地区に突発的な大洪水をもたらした。被害は
局地的とはいえ，陳西，四川，重慶，湖南，貴
州5省の3683万人に及び，死者205人，倒壊家
屋32万戸， 356.5万ヘクタールの農作物に被害
が及んだという cr人民網j2002年6月12日・
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13日『新華網j)。特に山区の急斜面に突発した
出水により，地滑り，泥石流が平地にまで被害
を及ぼしたもので，陳西省南部・秦嶺山脈南麓
一帯(死者150名)，寧夏・賀蘭山麓，貴州省，
四川省各盆地，新彊・尼軌克県など，小規模ダ
ムをかかえた小河川地区に多く発生し，新たな
様相を呈している。
5・6月の貴州・四川・重慶・陳西南部など
の山区を中心とする局地的洪水を見て，朱鋳基
総理は 6月4日から13日まで，湖北省以下の長
江中・下流域を視察し，防災工事を詳しく点検
し，未完成の堤防工事を急ぐなど，各省区の責
任者に万全な防護体制を取るようにと指示を与
えた。 (r人民網・新華社配信j2002年6月13日)
98年に起こったような大洪水災害は，被災者の
損害や地域経済への打撃であるばかりでなく，
今秋9月開催予定 (11月開催)の第16回党大会
を目前にして国家あげての権威に関わるものと
重要視していたからである。
こうした洪水防護体制は，大河川を中心に近
年大いに整備が進んでいる。その象徴的な工事
は長江・三峡ダムであろう。このダムの完成に
よって，長江上流からの流水は，江漢平原を直
前にして調整されることが期待されているので
ある。
20世紀末，文化大革命期を脱し，改革開放が
軌道に乗ろうとしていた1990年代，中国を取り
巻く自然環境は，その促進を大いに阻害するも
のがあった。
華北においては，既に連年のように日照り・
皐害に襲われ，荒漠化が進行していた。黄河下
流に断流現象が見られ，華中平原から山東省に
かけて，一部の地域では，鯉害発生など，穀物
収穫などに被害を与えていた。冬季には華北草
原地帯が厳しい寒波と突発的な降雪により，多
くの家畜が凍死し，被害が広がっていた。こう
した早害は華北ばかりでなく，華南の所々でも，
山間の水資源の不足する地域に，すでに慢性的
に発生しており，中国全体としていかにして，
水資源を確保し，砂嵐の来襲を防ぎ，森林・草
地の減耗を防ぐかが大きな課題となっていたの
である。
一方，華中・華南と東北地域においては，長
江中下流域や松花江流域などで連年にわたる大
洪水が発生し，多くの人命が失われていた。
1991年に続き， 1993年のまれに見る大災害のあ
と，以降連年のように特大の洪水災害は続き，
97年にも華南一帯を引き込む大洪水が起こり，
重要都市武漢にまで、浸水騒ぎが起こったのであ
る。
遂に98年6月から 8月にかけて， 1954年以来
の中国を揺るがす大洪水が起こった。 98年3月
再選されたばかりの江沢民国家主席は事態を重
く見て，朱錯基総理らと自ら陣頭指揮に立ち，
湖北省を中心に，人民解放軍兵士，武装警官，
公安ほか多数の民衆を動員した。被害の拡大を
防ぐため，軍民ともに合計203万人を動員し，
被害を最小限に留めるため，長江・荊江堤防の
一部を決壊させ，遊水池を拡大することにより，
武漢市内などへの浸水を食い止めるなどあらゆ
る対策を講じ，一部には人垣をもって堤防を作
るなど，決死の努力が払われたのである。
このときの，長江の支流域，搬江・松花江流
域，洞庭湖・都陽湖，珠江流域の西江や聞江流
域などを含め， 40日に及ぶ大規模洪水となり，
その被災は，全国で3000人に上る死者を出し，
7月末だけでも民政省の発表で，被災者3億人，
1531億元の損失を出したという。(3) 
2 )治水対策としての退田還湖・封山育林
洪水が収まった直後，江沢民・朱舘基両首脳
は，それぞれ，今回の洪水被害が最小限に止まっ
たことは，安定化した改革開放と近代化を進め
る上での偉大なる勝利であるとし，軍民あげて
の奮闘努力を称えたのである。その上で，今回
洪水災害発生の原因を分析し抜本的な対策に
より，災害の絶滅を期するとともに，各方面の
課題克服のため，当事者の責任完遂を追求した
のである O 両首脳の災害前後の講話を要約して
みよう。
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[イ 江沢民主席98年大洪水直後の講話] (以
下は『人民日報・発揚抗洪精神重建家園発
展経済一在江西視察抗洪求災工作時的講話J
1998年9月8日から部分摘出)
江沢民主席は， 9月4日，江西省の災害地を
視察した際，重要講話を行い，おおよそ次のよ
うな原因の分析とその対策を指示した。
まず，今時災害の原因であるが，上流におけ
る自然環境の破壊が甚だしく，普段に水士が流
出，中下流域に土砂を堆積させ，順調な流れを
阻害していた。その上，弱体で、高さも十分でな
い堤防が有り，今年の，全地球上を襲ったエル
ニーニヨとラニーニヤによる異常気象が重なり，
集中豪雨によって大災害に発展した，と，総括
した。
ついで，洪水防止対策としては，長期的，科
学的な総合的治水対策が必要であるとし，その
ため，
①大江大河大湖の治水対策が必要で，一段と
洪水防止基準を高めること。
②上中流地区の水土保持のための総合治水対
策を大々的に展開し，封山育林を実行し，
水土流失を防止し，生態環境を切実に改善
すること。
③中下流地区の堤防基準を高めること。
④河道を波諜し，流れの障害をのぞき，湖を
囲んで、田圃にすることを禁じ，河道の疎通
力を回復すること。
①障害のある危険なダムを改修すること。
などであるが，特に，過度の開墾や団地に囲い
込んだ土地に対し，計画的にまとめて還林，還
牧，還湖すべきであるとし，また，主要な河川
の洪水調整のための施設をを増強し，蓄水能力
を高めるべきで，三峡や小浪底ダ、ムなどの重点
工事は緊急を要するものである，とした。
[ロ 朱舘基総理の98年大洪水車前，武漢市で
の講話] (以下『人民日報j98年 7月15日から
摘出)
朱錯基総理は， 8月の大洪水直前， 7月12日
から13日にかけて，温家宝副総理等を帯同し，
湖北，江西の防災体制を視察した。武漢市で、は，
関係5省一市の省長クラスと座談会を開催，長
江中下流域を特大な洪水から守ることは，新中
国成立50周年の大慶の年に重要な意義を持つと
し，前年(1997年)次までに見られたような洪
水防止設備の豆腐注工事(豆腐のおから=手抜
き工事)などをしてはならず，党と国務院指導
のもと，厳格な規格と体制をもって，洪水災害
に備えること，各クラス責任者は確実に任務を
遂行し，防災体制に責任を負うことを強調した。
その上で，長江の防災には，面前の対策ばかり
でなく根本的な治水対策が必要であると，以下
の諸点を強調した。
①長江上流の水土保持対策と生態環境の建設
を増強させること。
②江河湖泊の泥砂堆積を減らすことは，長江
の防洪能力を高めるために重要であり，各
地で実施の決定を下すことである。
①国務院はすでに，長江上流に天然林保護工
程を実施し，封山育林し， I樹を伐る人か
ら樹を植える人」に変化させることを決定
している。現在はまだ，盗伐や破壊現象が
見られるが，やがて，資金を調え，林業に
おける封山育樹・退耕還林の任務を定着さ
せる。
[ハ 朱舘基総理の98年大洪水直後の長江流域
視察時の講話] (以下『人民日報j98年9月14
日から摘出)
朱銘基総理は，洪水後の 9月7日から1ロ2日，
湖北.江西.湖南.重慶.四川を視察しし，災害
復旧及び
次のように強調したO
災害復旧工作中，すでに目前の実際問題に着
手しているが，将来に向かつて長期計画を立て，
生産活動と江河治水の秩序回復を迅速にし，長
期目標を緊密に結びつける必要があるo (中略)
現在，長江，黄河中上流地区の天然林伐採を全
面的に禁止し，生態植生を回復し，水土流失を
減少させ，地質災害を防止することを求めてい
る。数年間で大いに長江・黄河の堤防を強固に
し，河流の障害を取り除き，河道を渡諜し，洪
水防止能力を高めることが必要である。大いに
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洞庭湖，番s陽湖の(蓄水)能力を高め，新たに
湖を囲い込んで団地を造成することを厳禁し，
条件に基づき，次第に退団還湖させることが必
要である。
以上， 98年の国家をあげた大洪水対策では，
すで、に水土流失を防ぐための，天然林保護対策
を大きくとりあげ，全般的な対策の必要を提案
していたが，当面，緊急に必要なことは，決壊-
i益水を防ぐため堤防を強化することと，中下流
域の長江や准河の大湖沼における干拓事業によ
る陸地化を防止し，再び湖沼に還すことにより，
遊水機能を回復させ，植林により保水機能を持
たせる対策に追われていたのである。
98年大洪水は，多くの被害を各地において現
出したが，中央政府としては，軍・民共同して，
大災害に対応し終えたという国家指導力の強力
さを示したことにより，新中国成立50周年を祝
うとともに，地球環境グローパル化ゃwro
(国際貿易機関)加入問題を抱える国内・外に
対しひとまず勝利宣言をする機会となったので
ある。
筆者が99年2月，長江中下流域の船下りをし
たとき，沿岸都市の看板には「走進大森林，回
帰大自然」のほか， I退団還湖」の 4文字が強
調されていたのが印象的であった(4)。
3 )先行する「天保工程J
「退団還湖」を進める中で，中国国務院は，
改革開放以来20年を経て，先行的な経験も積み
上げていた。 98年大洪水を治める中で， 2050年
にまで至る「全国生態環境建設規画」を策定し，
99年公表したのであるが，早くも， 98年9月1
日， I四川省西部の山林の伐採を全て中止し，
自然林保護のプロジェクトを開始」し，同12日
には「国家林業局が森林保護のための施策を強
化することを確認J(5)したと報じられた。当初
の政策の主体は， I天保工程」といわれる，天
然林資源保護工程が先導した。その実施に当たっ
ては全国の国有林の中からモデル地点を儲け，
木材の伐採を禁止または大幅に減少させるもの
であったが，特に，黄河上中流域，長江上流
(三峡ダム工事区以上)における天然林の一切
の木材伐採を禁止したのである。
しかし，その実施が唐突であったため，当時
の業務を所管していた地方林業局(省森工企業・
国有林場)にとっては二つの側面を持つことに
なった。 (r人民日報Jl2000年10月12日「中国青
年報」記事より)
一つは，森林経営の負債解消策である。固有
林場も改革開放以来の社会主義市場経済の原則
が及んで，山林経営のため「森工企業」を設け，
木材伐採・販売を行っていたが，長年の慢性的
な赤字経営により，巨額な負債を抱えていた。
そこに国家および地方政府の補助責任のもとに，
赤字を解消していくことが可能になったことで
ある。
二つ目には，森工企業に働く伐採労働者(多
くは少数民族農民)の生活保障である。伐採禁
止令は早急であったため，中央及ぴ地方政府の
対策が整うまで大きな不安を与えた。引き続き，
森林管理人や森林職工として再雇用された者の
ほか，ここでも固有企業特有の余剰人員問題が
あり，観光資源のある地方では何らかの観光事
業労働者に転じたり，農業その他の産業に配置
換えきれ山を下りる者，退職年金をもらって引
退をやむなくする者などであったが，要は国家
の支給する「天保」資金の多少にも左右された
のであるけ)。
こうした緊急の対策を取り入れながら， 99年
に入って，中央政府の対策はモデル地区を設定
し，その経験を踏みながら，さらに，長期，抜
本的な政策に変更されていった。世界的な気候
異変によって繰り返されるとする大洪水の真因
が，主として，自然的，歴史的に引き起こされ
た山林・草士の水土流出にあるとし，その防護
策は生態環境の徹底した整備に他ならないもの
とする基本方針が次々に打ち出されるようになっ
た。
4)主要河川の水士流出と防止の意義
既に各方面から指摘されているとおり，中国
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平原部に大規模に引き起こされる大洪水の原因
は大河川の流域沿岸から流出する水土が，中-
下流域に堆積し、溢水することにある。しかし，
更にその原因を求めると，多量に，或いは急激
に起こる降雨が，地表に吸収されることなく，
大量の土砂をともなって，直接谷川を流し込ん
でいくことにある。しかも，中国第1の水土流
出の激しい黄河は，上中流域全体が黄土のただ
中を流れ，荒漠地域を含んで沿岸に樹木が少な
い，いわゆる「緑の障壁Jに欠ける地帯が多い。
1998年までの主な河川の水土流出概況は次の表
の通りである。
主要河JlIの水土流出状況(7) 
流域面積 水土流出面 年平均降水
江河名称 積 量
(平方ぬn) (平方km) (億立方m)
黄河 752，443 430，000 3，719 
長江 18，085，000 562，000 19， 162 
准 i可 237，447 67，100 i 2，839 
海 i可 319，029 123，500 1，775 
珠江 450，000 57，000 8，945 
遼河 345，207 75，000 I 1，915 
松花江 545，653 578 
また，長江・黄河の上中流域は， 2.8億畝の
耕地のうち，傾斜地が70%を占め，その内25度
以上の傾斜地が30%を占めているという。傾斜
による水士(泥砂)流出率は次の通りである。
水土流出率(平方キロメートル当たり t)
傾斜度 水土流出量
5 -10度 1，358万t
10-15 2，670万
25- 刊 2万|
CW人民日報.1 8月29日新華社記者李白良侯志明
令偉家「宏偉的生態工程誰得的調整机遇」から
作表)
なお，生態環境を保護することにより，水土
流出がなぜ防止できるかということについては，
『西部生態経済建設j(李錦・羅涼昭・歌静・
郎維偉・衰暁文著)で次のように解説している。
一方，森林は巨大な水源酒養と水の流れを
調節する機能を持っている。森林の複雑な本
体構造は，降雨水に対し幾層もで受け止め，
年平均降水 年平均径流 年平均輸沙 侵蝕模数
i菜 量 豆回王
Cmm) (億立方m) (億t) (tI平方Km.年)
468 688 16 3， 700 
1，060 9，600 5.24 512 
867 766 0.126 104 
556 292 1. 75 1， 130 
1， 547 3，458 0.862 190 
555 486 
706 14 
地表に流れるまでにさらに多くの地中を巡っ
て(転化)地下水流となる。 25年生の天然林
の一本の木は，ほんの 1時間で150ミリの降
水を吸収し， 22年生飲用水源(人口水源)林
の樹木は 1時間に300ミリもの降水を吸収で
きるが，露出した地肌では 1時間に僅か5ミ
リである。林地の降水の約65%は上部に止ま
るかあるいは蒸発するが， 35%は地下水に変
わるのである。
(略)わが国現有の天然林面積は13370万ヘ
クタールで，主要部分は東北，内蒙古東部，
西南林区にあり，全国天然林面積の33%を占
めているが，ちょうどこの地区は1998年洪水
の最も厳重な長江・搬江・松花江の上中流地
区に当たり，これらの林区が過量の伐採をし
て悪い結果をもたらしたことを示している。
一方面として，森林はまた巨大な水土保持
能力を備えている。研究によれば，林地の土
地にただ 1センチの厚さの枯れ枝・落葉層が
あれば，泥砂流失量の94%を減少させ，林地
での 1ヘクタールごとの泥砂流失量は0.05ト
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ンであるが，無林地では2.22トンになりその
差は44倍である。 20センチの表土層に雨水が
覆われると，林地は57700年も需要があり，
裸地では僅かに18年に過ぎない。(第 1章第
4節22-23頁)
以上のような森林緑地の機能を見れば，現在
の中国山地においては如何に生態系を整備し，
日常的に保護・改善への努力が必要で、あるかが
理解できるであろう。
2 退耕運林・草工程の発動に至る歴史的経過
1 )生態建設における緑化政策の必要性
「耕して天に至る」という言葉が，中国人の
勤勉を表すとともに，地理を尽くして開拓する
農民の姿を象徴している。しかし黄土高原な
どに見られるように，頂上まで畑地や荒れ地と
なり，かつての山林・緑地が姿を消し，黄土が
露出したままとなっている。中国の森林占有面
積(森林覆蓋率)は有史以来後退を続けてきた
が， 1960年代の文革期には，さらに全国的に山
林の荒廃が著しく， 70年代には全国の12%に落
ち込んでいた。 93年までの第4次森林資源調査
で13.92%まで回復し，現在は16.55%である
(r人民日報j2002年3月12日「緑化山川的壮
挙J)。
これは改革開放とともに，緑化政策を再開し
た結果でもあるが，急な人工造林事業では，た
とえ森林占有面積が増加しでも，人工林と新た
に植林した幼・中年令の樹木では， i水源j函養
と水土保持の能力に差があり，生態系が不安定
で，病虫害にかかりやすいJ(8)ため，天然林の
効果に及ばない。しかも，厳峻な砂漠化に見舞
われるとともに，主として西部地区，長江上流
域では，これまでの生活習慣と現金収入の必要
から，天然林に育つ良材が大量に切り出される
など，生態被害は甚大であった。
長江の三峡以上の上流域における占有森林
面積は， 1957年22%であったものが，大規模な
伐採にあい，水土流失面積36.38万平方キロに
および， 1986年には，僅か10%に下降し，水土
流失面積も73.94万平方キロにおよんだ(9)ので
あり，四川より上流の雲南省では， 80年代に至つ
でもなお 8%代に止まっている地域があったの
である。(10)
これまでのような乱伐，乱開発による森林・
草土地の破壊は，水士流出や，砂漠化，砂嵐，
皐災(日照)，水害など諸災害の直接・間接の
原因となっており，生態環境の建設にとって森
林草土の緑化策は最優先事項となってきていた。
2001年3月全国人民大会の席上発表された十五
計画の主要な項目であるとともに，水土流失を
防ぎ，生態系の保護・建設の具体策とし，退耕
還林工程がクローズ-アップされたのは当然で
あった (11)。
なお 中国における生態環境は，地質の変化
や気候等の変化により，日常的に変化を起こし
やすいが，影響を受ける主な現象は次の通りで
ある (12)。
(1) 土地の退化 土地の荒漠化と塩漬化
(2) 土壌浸食冬から春にかけての暴風，夏
期雨水の集中による土壌の浸食，凍融浸食
(3) 水資源枯渇地下水位の低下，湖沼の退
化，土地の塩土化・荒漠化
(4) 山地災害滑落・浸食
(5) 氷河退却水資源枯渇
(6) 生物多様性変化特定の動植物種絶滅・
減少・退化
(7) その他風災，黒色砂嵐，雪害，震災な
ど
(8) 環境汚染 ①大気汚染 ②水質汚染 ③ 
個体廃棄物 ④二次汚染発生
2 )国土緑化と退耕還林・草の歴史的経過
ここで，新中間以来の緑化運動および退耕還
林政策について振り返っておこう。時期区分と
しては次のようになる(13)。
第 1期 1949年 1970年
第 2期 1970年 1980年
第3期 1980年一1998年
第4期 1998年
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第1期
新中国成立以来，中国はまず飢餓の脱出に対
する食料生産が第1であった。土地開拓や薪炭
材料としての森林利用が続いたが， 1956年，毛
沢東は「全党全国人民に向かつて“緑化祖国"
の号令を出し，周恩来総理は“越采越多，越采
越好，青山常在，永続利用"の林開発方針を示
しJ，大規模な国営林が出現するとともに，緑
化造林運動も全国的に高まったのである。しか
し60年代半ばからの文化大革命期，全国的な混
乱の中で，大規模な造林運動や試みとしての
「“基本農田に科学的植種目を加える"という
運動」のもとに，その郷里に適した成長の早い
樹木，その他の経済林(桃，杏など)の造林が
行われる反面，食糧増産による山麓を中心とし
た乱伐，過多の伐採が続き，全国的に森林面積
が急速に減少することとなった。
第2期
この時期の特徴は森林材木を商品材として利
用するため，天然林の良木が大量に切り出され
るとともに，経済林(薪炭用，果樹など)の植
林を主とする退耕還林が始められたのである。
県や郷が主体となり，山地農民を大兵図式に
動員して植林したのであるが，多くは深山・高
地であり，林業局のノルマ達成に煩わされ，民
衆の生活と直接関わらない植林が行われたとい
う。却って山地の中腹から山麓については植林
が及ばず，水土流出の度合いは増大し，生態効
果が十分計られないままであった。一方，南方
地区では，経済林造成として成長の早い杉の植
林が多く行われた。
また一方では，経済的要請から， I荒山・荒
地を開墾して，農作物やたばこなどの経済性作
物に転換する退耕や返耕jが行われたのである。
1978年には三北防護林工程が出発している。
第3期
この時期の特徴は経済林(青果用果樹園，桑-
茶，乾燥用果物樹，薬剤林，香料林，上質の草
地など)を増加させる退耕還林策が主となるの
が特徴である。また三北防護林工程が，首都北
京中心に春期に見舞われる黄砂被害の甚大化対
策とともに，おおいに期待される事業となって
いったのである。たとえば内モンゴルでは「進
一，退二，還三」方式が試みられた。これは
「収穫性の高い田地をー畝増やすごとに，二畝
の傾斜または非耕地を返し，還林，還草，還牧
を行う」方式である。
この時期の特徴は， Iーに退耕還林を受けて，
市場動向拡大を受け，前期の建設用用材林から
経済林造営(草)に転換したこと。二に退耕還
林(草)は過去に政府組織が実施していたもの
を変更し，政府指導，林業部門技術指導し，群
衆が自ら組織を決め実施することにした。三に
前期は退耕還林(草)は交通不便で人煙希な高
山で実施していたものを改め，交通便利な中・
低山に改めたこと。四にこの退耕還林(草)は
過去の“大兵団方式"から農戸家庭が経営する
方式に転じたこと。五に過去はこの投資主体は
集体であったものを，国家が借款を保持し，国
家，集体，個人が相結合して，個人が主となる
多元的なものに転じたこと。」などである。
結局，これらの退耕還林(草)対策は，経済
効果優先に走り，社員の多くの決定も市場優先
であり，退耕が安定せず，また樹種によっては
深堀をするなど，全体として水度保持の効果は
上がらなかった。
第4期
「生態経済林を種とする退耕還林(草)の新
段階」に入り， 98年の大洪水を契機に，国家中
央は改めて， I森林資源が過度に乱伐され，と
りわけ西部の生態環境が極端に悪化しているこ
とが再認識された」結果，即座に，行動に移さ
れ，生態環境の保護と建設が図られるようになっ
たのである。
3 )生態保護と建設とは一中国国務院実施六
大林業重点工程
一般に自然環境を保護するということは，単
にあるがままの自然を手つかずに見守っていれ
ばよいというものではない。気候の変化が動植
物に及ぼす様々な変化や，科学の発展が思いも
かけずもたらす公害など，生態を損なう原因は
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数々ある。良好な環境を維持するためには人間
の普段の努力が必要である。
特に広大な中国では，地域による気候の差は
激しく，また人為的な浸食も大規模になりがち
であった。しかし， 20世紀末，より発展した改
革開放を求めるために，長期にかつ抜本的な対
策が求められるようになり，東西の社会的，経
済的格差克服のためにも，その基盤となる生態
系の整備が第1の急務となったのである。そこ
で中国国務院は2001年2月，林業政策として以
下に示すように， 6大実施方案を明らかにした
のである (14)。
(1) 天然林資源保護について
国家的保護の課題は常にその底流にはあった
が，改革開放の初期は，却って良材を求め，乱
伐が重なった。 98年以後，封山育林区を設定し，
一切の伐採を禁止した。特に西部地区に重点を
置いて模範地点を設定し，国家を中心に地方を
加えた穀物補助などの対策(後述参照)により，
集体から個人の責任と請負(承包)による保護・
植林が始められた。突然の封山育林は，当初，
国有林を管理していた，地方政府林業局や，集
体で請負っていた森工企業や山区民，とりわけ
西部地区での森林伐採に従事していた少数民族
の生業形態にに大きな影響を与えたが，模範地
区での試行は短期間に大きな成果があげられて
いる。現在は封山緑化と標語化されている
(2) 防護林の建設
1982年以来の三北防護林工程が先導となり，
華北をネット状に緑化することを中心に首都北
京へ迫る荒漠化，砂塵防止に最重点が置かれて
きたが，さらに長江中下流域・黄河上流におけ
る水土流出防止・風水害防止のため，緑地のベ
ルト(障壁)を築く課題が重視されている。
(3) 退耕還林・還草
まず全国的に先行試点(モデル地区)を設け
99年3月から正式に始まったが，すでに98年9
月から先行的に四川，陳西，甘粛三省のモデル
地区設定に始まり，経験を積みながら実績を積
んで，法整備も次第に整えるというものであっ
た。水土流出を原因とする長江中下流平原を中
心とする大洪水を防ぐことは，改革開放を先導
する中央政府の最大課題の一つであった。具体
的には， 25度以上の傾斜地の耕作禁止と緑化，
荒れ地・荒れ山の緑化などによって水土流失面
積3.4億畝 (2266.78万ha)，防風，砂塵制御4
億畝 (2，666.8万ha)，長江・黄河年平均水土
(泥沙)流出減少2.6億トンなどが目標となる。
西部開発の中の大きな柱として，山区農民の扶
貧活動にも相当し，政府として，短期に成果を
あげるため，朱錯基総理が再三にわたり，現地
を視察し，地方の末端まで浸透するように指示
を加えたものであり，段階を追って具体的な方
針が追加されていったのである。
(4) 環北京地区防砂防治工程(京津風沙源治理
工程)
首都北京の自然環境を安全に保つことは，入
世(WfO加入)，オリンピック招致を含め，
一流国として評価を受けるため，国際的にも重
要なことである。しかし，次第に迫る華北の砂
漠化やますます悪化する黄砂被害，早害による
水資源不足の心配など，周辺の植林緑化との競
争状態にあり，対策の範囲は広域にわたってい
る。
(5) 野生動物保護及び自然保護区建設工程
中国は多くの貴重な動植物，自然景観を保有
している。特に西部地区の黄河上流，長江上流，
j闘槍江などの三江源流区において，水源確保，
旅遊資源確保などを組み合わせ，多目的な生態
保護区の建設を目指している。計画では10固の
野生動植物保護工程， 30固の重点生態系統保護
工程を含み，国土面積の16.14%を自然保護区
として新設し，面積世界ーを目指している。
(6) 林業産業基地建設工程
森林のもつ一つの役割は人に燃料や建築材と
しての材木を提供することであった。天然林を
封じて，伐採を禁じるだけでは人びとの生活は
不可能である。また，各地の生態にあわせた各
種用材のための樹木育成や果樹の経済効果も無
視できない。自然林，人工林あわせて円滑な供
給と需給関係を調節する機能が必要であるO
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当面，食糧・植樹費などを支給される25度以
上の傾斜地や指定した土地における退耕還林・
草地では，総体の80%以上が生態林でなければ
ならないが，全国に重点地区を設け，速成，豊
産用林材(例えば多毛柏楊樹・雑交竹など)を
育林し，完成後には，毎年木材13337万立方米
の提供を量る。また，国内生産木材需給量の40
%を現有森林を利用して提供するが，今後開発
されるであろう代替えエネルギー資源(水力・
地熱発電力，天然ガス，風力など)を活用して
圏内木材供給量との均衡を図ることとしている。
3 98年以降退耕還林・草工程実施にって
1 )中国生態建設の目標と具体化策について
中国国務院によって1998年1月に制定された
「全国生態建設環境規画」は2050年までに，中
国の森林覆蓋率を26%まで高める目標を設定し
ている。その目標到達のために，次の3工程が
示され，いずれも実施段階に突入している。
(1) 天然林資源保護工程 2000年10月国務院
批准 長江上流・黄河上・中流と束北，内
蒙古等重点国有林
(2) 全国退耕還林建設工程総体規画 2001年
9月国家計画委員会批准 1999年より先行
試点(モデル地区)の基礎に基づく
(3) 森林生態効益補償体制試点耕作 2001年
財政部・国家林業局合同決定全国範囲で
進行させ，試点面積は 2億畝
この 3大工程のほか，民間の資金やボランテ
ア活動による長江・黄河流域の「母親河」を守
る「緑色希望工程」による植樹，緑地保護運動
が期待されている。
今，これらの土地状況をその目標とする工程
別に標語化すると次のようになる。
土地状況 目標工程 備 考
天然林 封山・育林(または)緑化 国有林天保工程と略称
荒山・荒地 宜林荒山・荒地造林，種草 封山禁牧 飛播
坂地・耕地 退耕還林・草
荒漠牧地 回復林草地椋被，
林業産業基地 速生豊産用材林育林
こうした緑化基本政策について，朱舘基総理
は.99年 6月の四川省考察工作時に講演し，
「長江・黄河中上流域の植生を回復し，荒山緑
化，水度保持，生態保護に努め. 5年で効果を
見.10年で大成功しなければならない」と強調
し，退耕還林策は長期の展望に立ち，関係者が
正確に対処すべきであると，次のように方針を
具体化している(15)。
第1に，天然林伐採禁止により，地方政府
の財政収入減少については，国家が保証を与
え，中央の財政が大部分を，また省級政府も
一定の比例で負担する。必要な代価を拠出せ
ずに，青山緑水に変えることはできない。林
区の政府も機構を精僚にして節約を開始すべ
きである
25度以上の傾斜地など
牧舎飼い推進
試点面積2億畝
第2に，森公企業の改革を深化させ，林業
職工を安定させること。森公企業はいくらか
の精惇な隊伍を留め，森林の管理に従事させ，
併せて農民の退耕還林に対しては，樹木・種
草を植えさせ，技術指導を提供し，同時に苗
圃を育て，苗樹を提供させることである。そ
の余の職工には，個人請負(個体承包)の方
式で国有林区の封山育林を考え，一時帰休の
職工には，社会保障の体系を導入し，基本生
活費を保証する。天然林保護地区の木材を原
料とする小型加工企業に対しては，破産を閉
じ銀行の債務と人員の安全配置等の問題を
計画的に妥当な処理を行うこと。
第3に，退耕還林の農民には，補償と援助
(扶持)を確実にし，国家は一定の時期内で
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食料補助を給付しなければならない。当面全
国の食糧供給には余裕があり，この余裕があ
る内に，食料を以て森林に代えることである。
要は森林回復をし，生態を改善した後に，食
料はさらに大増産できると考えるべきである。
造林・保護林は請け負いが戸に至り，人に至
り，厳格な責任制を打ち立て，責任と権利を
統一させることである。急ぎ“食糧を以て賑
わしに代える“具体的方法を研究し，先行す
るモデル地点で経験を積み，一歩一歩広めて
いくべきである。
第4に生態環境の脆弱な地域にあっては，
空中播種造林を実行し，人工造林と結合し喬
(木) ・濯(木) ・草を結合させることが必
要である。造林工程を運営中は，大いに先進
技術を採用し科学造林，育林を提唱すること
である。
第5に，天然林伐採禁止と封山育林後の当
地農民の薪炭問題を真剣に解決しなければな
らない。地方的条件によって石炭を以て薪に
代えるとか，電力を以て薪に代えるなど，薪
炭林を急いで発展させる必要がある。また大
いに木材用品の開発利用を通して速生豊産林
等を発展させる措置を支持する必要がある。
朱舘基総理は視察地の売族・蔵族地区を通し
て少数民族を意識し，山林・草地中心の古い経
済方式から幅広く新たな経済方式を模索し，特
色ある多種の山林区として，観光業，経済林業，
その他発展的な林牧業を育成する必要があると
力説している。
なお，これらの工程は， i貧困山区，脱貧致
富的重要途径」とされ， i退耕還林，封山緑化，
以糧代賑，個体承包」とスローガン化されると
ともに，その目標期間は30年とするのであるが，
「誰造林，誰管護，誰受益」の問題があり，国
家及び地方政府の資金調達とともに，実験を重
ねる中で，関連法規や制度を整備することが緊
急の課題となってきている。
2 )退耕還林・草工程の試行と実施結果
実施は1999年から始められたが，前年までの
大洪水や流量不足を生ずる原因となった，長江
上流域および黄河上・中流域から先行されるこ
とになった。これらの地域の山地農民は，多く
が扶貧補助が必要であり，また少数民族が，農
耕または牧畜を行ってきた土地でもある。それ
まで開墾し，耕作していた土地を返すというこ
とは，生活手段を奪うことであり，また，山岳
地帯に集住する少数民族にとっては，伝統文化
の変容を迫るものであった。そのため中央政府
主導，地方政府分掌のもとに，生業転換指導と，
生活補助を実施していった。(その主な内容は
既に前稿で紹介済みであるが，必要部分のみ下
に再掲する。)
2001年8月下旬にたまたま通り合わせた四川
省阿唄蔵族・主族自治区で黄龍や九秦溝の観光
地に近い蔵族の人びとは，なんらかの観光地内
業務に従事するものが多く見られ，農家にして
も比較的ゆとりある生活を営む家が見られた。
立ち寄った一軒の農家は，観光客用に産牛の乾
し肉を卸し，利益を上げていると言うことであっ
た。丁度，九秦溝を去った 8月31日のことであ
るが，この風景区内に6000畝の耕地を持つ蔵族
の人びと全てが農耕を放棄し積極的に観光業
と相関連する活動に従事することになったと伝
えられた (r人民日報j2001年9月19日)。風景
区を出ると山道は急であったが，青裸がよく実っ
ており，誰が耕作し収穫するのか，試行期間終
了との関係が気になったのである。
① 退耕還林・草試行地 長江上流，黄河中・
上流域
②開始 1998年9月 先行試点四川省・陳西
省・甘粛省
2000年 拡大17省(自治区・直
轄市含む)
③終了 2001年6月 拡大20省(自治区・直
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轄市含む)
(r人民網j2002年 5月16日国家糧
食局調控局)
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④補助・期間 食糧補助
退耕地1畝ごとに 毎年食糧 150kg 
ただし黄河流域は毎年食糧 100kg 
(支給食糧の半分は穀物によること。穀
物の種類は現地の生産状況や食生活を
考慮して管理者が責任を持って配給す
① 退耕還林・草試行終了結果
ム
ること。また，新鮮で病毒害の懐れの
ないものを正確に届けること)
穀物補助は 8年間継続される。
教育・医療退耕地 1畝ごとに
毎年現金 20元
種苗費 退耕地 1畝ごとに
現金 50元
( 1畝は6.665a)
項 日 完成範囲(万畝) 補助食糧(億斤) 支給現金(億元) 種苗補助費(億元)
出資もと 中央・地方政府 中央政府 地方政府 中央基本建設投資
退耕還林・草 1427.12 
宜林荒山・荒地 22.6 1.9 8.4 
造林・種革
1136.67 
(傾斜)25度以上の坂耕地75.2%，沙耕地46%・・退耕実現工程区林草区被覆率3.3%増加。水土流失
抑制面積5.4億畝防風固沙抑制面積6.4億畝土壌蓄水能力増加300億立方tz
(出所)新華網 01. 9 .13 (拠人民網)人民日報01.9.12 北京青年報 01. 10. 7 
3 )伐木工変じて種植人となる。 中央政府の
評価と今後の指導方針
こうした試行結果を数字の上で見る限りでは，
この国家を挙げた壮大な緑化計画一生態環境建
設は順調に動き出しているようである。
2001年6月8日から12日，朱舘基総理は四川
省山区の阿唄蔵族主族自治州及び涼山葬族自治
州を訪れた。退耕還林を先行的に試みた四川省
関係者の努力を認め，朱錯基総理は次のように
述べた。(以下は『人民日報j6月13日の報道
から略記する。)
1998年以来，党中央・国務院の部署に基づ
き，四川省はいち早く天然林保護工程・退耕
還林試点工程を始動させ，ハッキリとした成
果を得た。樹を放る人は変じて樹を種(う)
える人と林を護る人になり，林区各市県は積
極的に産業構造を調整し，“木頭財政(材木
を柱とする財政)から生態経済に変更させた。
退耕還林試点工作中においては“退耕還林
(草)，封山緑化，以糧代賑，個体承包(請
負)"の要求に照らして実際により出発し，
全省の異なる区域の地理・気候特点に基づき，
指導を分け，積極的に多様な様式を探り，包
括して農民の許す思いを尊重することを前提
に，“公司+農戸"等の方式を採り，さらに
中央の政策を確実にしていった。現在，退耕
の傾斜地は全部樹が植わり，草に種まかれ，
苗樹は長く威勢が良く，植生に回復が見られ，
これらの地方は“樹は山を上り，糧は川を下
る"ことになり，水土の流失は明らかに減少
した。天然林保護工程と退耕還林工程は深く
広大な幹部群衆の真心からの擁護と支持を受
け，これは脱貧致富の民心工程と子孫後代を
造福する徳性工程である。
また，朱鋳基総理はさらに次の点を指摘した。
1 認識を統一し，身体で行動せよ。生態環
境保護と建設は奥田の本，強省の基，富民
の策である。主要な指導者は自ら行い，指
導を分割管理し，各級幹部は共同せよ。
2 総じて現政策は，民に信を取るものであ
る。かけねなしに退耕還林の政策措置を実
行し国家補助の食糧，現金と種苗費を必ず
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必要なときに支出して農民の手中にもたら
し個体請負の政策が確実になることが必要
である。
3 この作風は地味で工作は細かくすること
である。四川省は農民に配給する退耕補助
食糧袋上に印で“退耕還林大米"の字を押
し，食糧配給所の配給する食糧は保証した
良いもので，運送には支障のないように保
証し，山区農民は手に白花花(銀色)の米
を捧げ，涙を浮かべ，“よい樹を植えなけ
れば国家に申し訳ない"といっている。こ
のことは中央の政策が深く人身にしみ込ん
だもので，このような方法こそ全国に推薦
すべきものである。
4 技術の提供を保証し，科学技術処理を増
加すべきである。農民によい苗木・草種を
提供し，組織技術人員を指導に提供し，各
種の養成教育をし技術措置が着実に各農戸
にもたらされるべきである。
5 効果は目前であっても，着眼は長延であ
ること。いろいろな形式を取って，良く退
耕農民の目前の生計と長い先の致富の問題
を処理すべきである。大いに小水力発電，
天然ガスなどを発展させ，農民の燃料と農
村のエネルギーを解決し，退耕還林と調整
産業機構をとって結合させることである。
中央政府は，この試行状況をさらに監視しな
がら，すでに次の本格的な計画に突き進んでい
る。国家を挙げて緊急で，また息長く継続させ
なければならない事業であるから， 30年後の成
果が果たしてどうなるか，幾多の好余曲折は踏
むであろう。しかし，兎にも角にも，改革開放
以来，西部大開発と地域の関連性が適合し，居
住民が直接に関わり，また国家最大の目標でも
ある自然災害の除去と，脱貧富致を組み合わせ
た事業はこれをおいて他には無かったであろう。
政府はさらに今後の本格的な退耕還林・草工
程を次の表のごとく実施しようとしている。
今後10年間の中国退耕還林還草工程 (8000万畝)表
国家林業局
段 階 I 期
年 数 2001 -2005 
退耕還林・草 5，000万畝
宜林荒山・荒地 7，500万畝
A口. 計 12，500万畝
(出所)r人民日報j2001. 9 . 12(筆者作表)
まとめに代えて
2002年8月初め，国家林業局は 12001年六大
林業重点工程統計公報」を発表した (r人民日
報j8月2日および7日などの報道)。これら
の内，工程の総体達成状況および天然林保護と
退耕還林両工程についてのみであるが，概要を
略出しておこう。
(1) 総体
①造林完成面積 317.95万江
E 期 ム口、 計
2006-2010 2001-2010 
3，000万畝 8，000万畝
4，500万畝 12，000万畝
7，500万畝 20，000万畝
(内人工造林 238.22万は 飛播(航空
機からの播種)造林79.73江
②2001年末封山育林面積 824.94万は
(内2001年新規173.88万;'_~)
③森林保護管理面積 10145.60万江
(中国総面積の10，6%，日本総面積の2.7倍
-筆者注)
④良種基地建設 3.8万江
①全年完成投資額 166.44億元
(日本円 1元=15円として2496.6億円)
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天然林資源保護工程
(1) 長江上流域，黄河上中流域に関わる13の省，
自治区について工程は 2期に別れる。
第 1期 2000年から2005年まで
①天然林の伐採停止②生態公益林の建
設に力を尽くし①国有林に勤務して
休職になった職員を分散安定化する
ことが主要な内容である。
第2期 2006年から2010年まで
①天然林資源を保護し②森林・草地に
覆われた状態に回復すること
工程総需要投資は533億元
(2) 東北・内蒙古等重点国有林区天然林資源保
護工程(内蒙古自治区，吉林省，黒竜江省，
海南省，新彊ウイグル自治区などおよび新彊
生産建設兵団)
第 I期 2000年から2003年まで
①木材生産量減産調整②森林資源保護
強化③余剰林業職員の安定的整理
第2期 2004年から2010年まで
①天然林資源保護②森林状態回復①経
済と社会の継続的発展促進
工程総需要投資は429億元
2001年末で天保工程は4年 (1998，1999年は
試行段階， 2000， 2001年は正式実施段階)を経
て，ハッキリとした効果を上げている。造林面
積合計は219.47万況で，その内人工造林は137.
65万は，航空播種造林は81.82万況である。 200
1年末封山育林面積は188.36万況に達し，年平
均保護管理面積は9000万は，育苗面積合計は
17.16万況である。
なお， 4年間で，これに伴う余剰の森林従業
者51.1万人(計画安定人数の69.16%) を妥当
な方法で他の仕事に回し，森林保護管理人は
1998年の5.5万人から2001年15万人に増やし，
管理能力を大いに増強した。また， 2001年には
天保区の木材伐採率を51パーセントに下げ，
1998年から15.4%，毎年3.85%引き下げた。
退耕還林工程
工程実施の範囲は25の省・自治区・直轄市お
よび新彊生産建設兵団において実施された。
(上海，江蘇，漸江，福建，山東，広東を除く)
初歩工程建設規画段階 2001年一2010年まで2
段階に分ける
第 I段階 2001年から2005年まで
①退耕地還林 660万江
②宜林荒山荒地造林 867万江
第2段階 2006年から2010年まで
①退耕地還林 800万以
②宜林荒山荒地造林 867万立
2001年末までにすでに 3年間のモデル試行地
工程は順調に進行
退耕地造林面積 101. 36万江 (1520.4万畝)
宜林荒山荒地造林面積 85.85万江 (1282.5
万畝)
2001年完成分面積・年度計画任務完成率
退耕地造林種草
48.91万は(内造林面積40.54万;_fv)・116.45%
宜林荒山荒地造林種草
54.53万は(内造林面積48.49万立0・96.80%
2001年の食糧配給糧 4.00億kg
2001年までの投資額
¢補助食糧投資 20.36億元
~種苗費補助7.37億元
③現金補助3.5~意元④科学技術充当その他
費用9100万元
これらの報告には三北防護林工程，長江流域
等のいわゆる緑色障塀工程などがあり，また重
点地区において速生豊産用木材林建設基地の問
題があり， 2001年88870~の造営があり，その
内訳は①パルプ原料林21372;:_~，②合板林21468
託，③大型用材林15637江④その他工業用原料
林30393誌などである。
また樹種としては，相思樹，馬尾松，閏外松，
杉木，柳杉，楊樹，泡棉，落葉樹，柚木，楠木，
および竹類である(筆者は植物学の実際に暗く
数種を除いて未確認である)。このための林木
種百基地333カ所， 4663江を建設したことも報
告されている。
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以上，中国の緑化事情を生態林建設，特に退
耕還林・還草に重点を置いて，その歴史的経過
と， 1998年以降の急速かつ大規模な国家事業を
跡づけてみてきたのであるが，報告の退耕還林
の末尾に
退耕還林工程の実施は生態目標を確保する前
提に立ち，土壌のあり方によって経済林，竹
林，速生豊産林を発展させ，緑色産業を増殖
させ，生態経済を発展させ，特色経済の基礎
を定めるものである。木は山に上がり，糧は
川を下り，羊は圏(牧舎飼い)に進み，農村
産業構造の合理的調整を実行し，農民増収と
区域経済の発展を聞く上に有効な方途である。
と， 車吉lまnている。
退耕還林によってどれくらいの人数が，食糧
の補助を受け，林業を請け負ったのか，また傾
斜地の耕作を止め，食糧を作る場が「川を下る」
だけではない。それにつれて，人も川を下る。
則ち，退耕は離農も意味する。すでに紹介した
ように，観光地九黍溝に住む少数民族であるチ
ベット族の農民は農耕を捨て，観光業に従事す
る(16)。こうした人びとの数やこれからの転業
のあり方などが，緑化事業の順調な発展と離離
を来さないよう望むばかりである。
(付) この稿を閉じた直後， 2002年12月25日，
注
中国国務院は新華社を通じて， I退耕還林条
例」が国務院第66次常務会の審議を通過し，
2003年1月20日正式実施されると発表した。
何人民網j2002年12月25日)概略を注で補
つ。
( 1 ) 三北防護林工程 中国における土地の荒漠
化・砂漠化の激しい華北・西北・東北三地区
13省にわたり，防砂・防護，水度保持・農国
保護の三大目標を掲げ， 1978年から，始まり，
2050年まで三段階8期に分け，紡護林405万平
方キロ，総造林面積3508.3万況を造成する計
画。 2001年第 3期の任務を完了している。
( 2 ) 拙稿中国西部大開発一垣間見た退耕還林政
策のー側面一(東洋大学アジア・アフリカ文
化研究所『研究年報J第36号) (以下拙稿(2)と
略記)
( 3 ) W中国年鑑j . 1999年
(4 ) 拙稿(2)および『長江物語j(大修館書庖・
1999年)参照。
なお， 98年洪水後，国務院は当面の方針を
32文字に表し制定した。「封山育林，退耕還林，
退耕還田， :r呂田還 ì~H ，平t完行洪;以工代賑，
移民建鎮;加因子堤，疏通j可道J(W中国西部
大開発全書』①第 5章生態環境保護与長江流
域経済可持続発展・ 636頁)
( 5 ) W中国年鑑j1999年
( 6 ) 朱銘基総理は99年 9月6日から12日にかけ
四川阿唄蔵族元族自治区などを視察したが，
その際の談話。「去年 (98年) 9月1日より，
四川省は率先して天然林の伐採を停止した。
森工企業は造林管理に転換し，伐採区はすで
に保護区に転換し樹を伐る人(木こり)は
すでに次第に植樹人と護林人(森林保護者)
に転向した。林区の市県はちょうど経済発展
の道筋を調節し，中央は一歩一歩着実に基層
に至る政策を決定していく。(中略)長江・黄
河上中流地区の天然林は一律に全面的に伐採
禁止とし，封山保護し，木材交易市場を閉鎖
した。同時に，農民が林を壊し開墾種植した
士地をかえさせ， I退耕還林(草)J し，封山
緑化し，代わりに(食)糧を支給し，個人が
請け負う措置を執り，林草植生を回復するこ
とが必要だ。J(W中国西部大開発全書J①13頁
人民出版社2000年7月)
( 7 ) 周民良『西部扶捧一西部大開発的回i朔与前
望j(煤炭工業出版社・ 2000・11)，I第9章
生態環境改善与西部大開発，表9-1我国主
要江河流域水土流失概況 (159頁)Jから引用
(ただし筆者により一部日本語表記に変更)
( 8 ) W中圏西部大開発全書j(人民出版社 2000 
年7月)①第 5章635頁
( 9 ) 李錦・羅涼昭等著『西部生態経済建設』民
族出版社2001年1月・ 120頁
(10) 前掲周民良書162頁，第 2節西部地区的生態
環境変化状況の下表による
表 9-2 雲南境内金沙江下瀞地区森林覆蓋率的変化(%)
区 域 50年代 70年代 80年代
昭通市 32.8 17.5(1974年) 14. 1 (198C年)
東川市 30 8.9 
楚雄市 53 24. 1(1973年)
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(11) 拙稿(2)参照。
(12) 前掲『中国商部大開発会書J②西部地区環
境表征与調控219-221頁
(13) 以下は主として『西部大開発全書J②248-
249頁を参考とし， I J内は直接引用した部分
である。
(14) 方針発表の概要は前掲拙稿(2)参照。
(15) 前掲注 6問書
(16) 本文 3-3) に51く朱鈴基総理の講話 (W人
民日報.12001年 6月13日)には，特別に少数
民族について触れている。発言の要旨を次に
掲げて，少数民族地区の順調な対応が進むこ
とを期待したい。
「少数民族に対して朱鎗基総理の同上講話
のなかの発言J(要旨)
(前段)党中央と江沢民総書記は少数民族
と少数民族地区の発展を重要視しており，少
数民族人民生活水準を高めることに関わって，
実施する西部大開発戦略の一つの重要な着服
点と出発点であり，民族地区の発展を早める
ものである。
① 退耕還林規模を拡大することは，農牧
民の収入を増加させることであり，生産
ルートを広める有効な措置である。
② 民族地区のインフラ建設を早めること，
特に交通・通信を発展させること。
① 各県の特色ある民族経済を発展させる
こと，特別に観光業及び観光に付随する
職業を重要視すること
④ 民族地区に今一歩扶貧行動を高め，未
脱貧群衆の生活困難を早く解決すること
① 積極的に民族地区の教育事業発展を支
持し，少数民族の各種の人才を大いに養
成すること。国家財政は必要な措置を執
り，目前に望む困難な問題を速やかに解
決する。
(補注)I退耕還林条例」概要
公布 国務院第367号 (2002年12月25日新華社)
実施 2003年1月20日
内容全 7章65条第一章総則同第二章
規蘭と計画同第三章造林・管護与検査検収(1)
第四章資金和糧食補助同第五章其他保障措
置同第六章法律責任(6) 第七章附則(3)
( )内条文数
概略 (一部のみ抜粋紹介)
第一章総則第1条退耕還林を規範化し，退
耕還林者の合法的権益を保護し，退耕還林の成果
を強固にし，農村の産業構造を改良(優化)し，
生態環境を改善するために，本条令を制定した。
第3条各級人民政府1;):，“退耕還林・封山緑化・
食糧を以て救済に代える・個人請負"の政策措置を
厳格に実施する。 第4条 退耕還林は必ず生態
堅持を優先すべきである。退耕還林は農村産業構
造の調整と，農村経済を発展させ，水土流失を防
止し，基本農村の保護と建設をし，食糧生産(単
産)を高め，農村エネルギー源建設をを増強し，
生態移民を実施することと結合させることに当て
るべきである。 第5条退耕還林は下の原則に
従うべきである。(1)規格を統一・それぞれ(分歩)
実施・重点を突出させ・実行重視(注重)する。
(2)政策指導と農民自主的退耕との結合，誰が退耕
し，誰が造林し，誰が経営し，誰が利益を受ける
のか。 (3)自然の規律に従い，地勢の宜しきにより，
林に宜しければ林，草に宜しければ草とし，総合
整備する。 (4)建設と保護を併せ重んじ，整備の一
方で破壊することを防止する。 (5)退耕還林者の生
活条件を逐次改善する。
第二章規画と計画第23条退耕土地の還林造
営する生態林面積は，県ごとの審査計算で，退耕
土地にたいし還林面積の80%を下まわってはいけ
ない。
第5章その他保障措置第48条退耕土地還林
後の請負経営権期限は70年まで延長することがで
きる。請負経営権期限到達以後，土地請負経営権
人は関連する法律法規に!照らして請負を継続でき
る。 (2002年12月27日稿)
(本稿作成にあたり東洋大学谷口房男教授。広西
民族学院・民族学人類学研究所副所長羅樹烹副
教授から文献についての紹介を頂いた。記して感
謝に代えるものである。)
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品天然林人工林荒地草地砂漠占ユ
ト乾燥?過七 回
裸山・荒地 1可 砂漠・荒漠化
G 断 与
流
---一(下流)
泥砂堆積 与 塩害・小雨
水質汚染 (上流) 鼠害
与
退| 品
(水源区)
G 
回| 長江中下流平原 華北・西北
江j莫平原洪水・水質悪化 砂漠化・荒漠化早害・雪害
湖
生態営造林
生態経済林
生態家園
富民計画
-少数民族) (下両)
西部大開発
〔国務院制定全国生態建設環境規画〕
〔国務院実施六大林業重点工程〕
樹上山、糧下川。退耕還林・還草工程 デル視点から
2003年1月20日実施「退耕還林条例」 長期計画に
(誰退耕、誰造林、誰経営、誰受益) (承包到戸到人) (開倉済貧)
(林権是核心、給糧是関鍵、種苗要先行、幹部是保証)
退耕還林・還草工程出現図
(2002.12.29 飯塚)
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② 長江上流(金沙江)の土砂崩
れ (2002年 8月)
④ 雲南省麗江附近の標識
(2002年8月)
① 上海の街角で早速緑化推進の
標語が掲げられた。(1999年2
月)
③ 雲南省麗江附近の標識
(2002年8月)
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⑥ 農家の墜に書かれた緑化推進
の標語 (2002年8月)
⑧ 雲南省、家の壁に緑化推進の
標語「発展林業・保坂森林」
(2002年8月)
① 雲南省昆明市郊外。この標札
の後ろ斜面ではまだ畑作が続け
られていた。 (2002年8月)
⑦ 雲南省道路沿いの看板 (2002
年8月)
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